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研究成果の概要：

近時、わが国の法体系や立法過程の在り方に「地殻変動」が起きているとの指摘があるが、

こうした現象は日本に特有のものとは考えられない。グローバル化の圧力の下で、多くの国が

政治・経済・社会のあらゆる分野での改革を余儀なくされているからである。本共同研究は、

このような状況認識の下に、変革期における立法動向と立法過程を国際的な視角から実証的か

つ総合的に分析することを通して、日本の新世紀における立法や立法過程のあるべき方向性を

追究したものである。
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2005 年度 6,900,000 2,070,000 8,970,000

2006 年度 6,700,000 2,010,000 8,710,000

2007 年度 7,800,000 2,340,000 10,140,000

2008 年度 5,800,000 1,740,000 7,540,000

年度

総 計 27,200,000 8,160,000 35,360,000
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１．研究開始当初の背景
（1）世紀末を挟んで、わが国では様々な改
革が行われ、地方分権改革、構造改革そして
司法改革のように現在でもその改革は進行
中である。こうした改革が進行する中で、近
時、わが国の法体系や立法過程に大きな「地
殻変動」が起きているとの指摘がなされてい
る。
（2）制定される法律の数をみてみると、毎
年 100 本前後で推移してきたものが、平成に

入った頃から増加し始め、最近では 150 本か
ら 200 本にもなっている（「ねじれ国会」の
出現後、若干様相が変化している）。しかし、
変化は量的な側面だけでなく、質的変化、す
なわち制定される法律の内容やあり方にお
いても現われている。具体的には、それぞれ
の法分野における基本的な制度に関わる法
律（法典）が制定（あるいは大改正）されて
いることが挙げられる。また、法律のあり方
については、「基本法」や「特例法」といっ
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た法形式が目立ってきていることを指摘す
ることができる。
（3）こうした現象は、日本に特有なものと
は考えられない。グローバル化の圧力の下で、
多くの国が多かれ少なかれ政治・経済・社会
のあらゆる分野での改革を余儀なくされて
いるからである。変革期における立法動向と
立法過程の研究が益々重要となる所以であ
る。

２．研究の目的
本共同研究は、変革期における立法動向と

立法過程を国際的な視角から実証的かつ総
合的に分析することを通して、日本の新世紀
における立法や立法過程のあるべき方向性
を展望しつつ具体的な提言を行うことを目
的として遂行された。

３．研究の方法
（1）本共同研究は、３つの段階を経る形で
展開された。まず最初に、日本および主要国
の立法動向や立法過程に関する情報収集と
それに基づく問題の所在に関する認識の共
有の段階である。次に、共有された問題認識
を踏まえて、わが国の立法動向や立法過程の
現状に関する厳密な分析を行う段階が設定
された。そして最後に、前段階で明らかにさ
れた、日本が抱えている問題点を克服する契
機と方策を探るべく、主要国における問題状
況との比較検討が行われた。
（2）本共同研究の特色は、何よりも、国立
国会図書館調査局及び立法考査局、議院法制
局、議院事務局、さらに行政諸官庁等の実務
家および実務経験者の積極的な参加と協力
を求めることで、学界と実務との間を架橋し、
相互の交流、共同作業によって、大学の研究
者だけでは得られない事実と知見を獲得し
うる点に存する。更に、こうした特色に加え
て、外国研究を担当する研究分担者が現地調
査を行うことによって最新の知見を獲得す
るとともに、研究代表者が所属している北海
道大学法学研究科の協定大学の研究者の参
加と協力を得ることによってより濃密な形
での比較研究を行うことも試みた。

４．研究成果
（1）研究会活動とその成果の公表

4 年間に下記の研究会を開催し、報告の多
くを『北大法学論集』に掲載し、公表した（後
掲「主な発表論文等」欄を参照）。なお、研
究会の企画に当たっては、最新の立法動向と
それに関わる立法過程を内的視点と外的視
点とをクロスさせることによってより明確
になるよう配慮した。

①2005 年度

ｱ)夏季研究集会（2005 年 8 月 17～19 日）

a)武蔵勝宏氏（同志社大学・研究分担者）「最

近の日本における立法の動向と問題点」

b)川人貞史氏（東北大学）「国会制度の形成・

変容とその政治的帰結」

c)廣瀬淳子氏（国立国会図書館）「アメリカ連

邦議会の立法動向―上院の動向と参議院の

問題」

ｲ)その他の研究会

d)小山 剛氏（慶応大学）「人権の私人間効力

―保護義務論と無効力説を中心に」（2006

年 3 月 16 日開催：公法研究会と共催）

e)高木 光氏（学習院大学）「行政事件訴訟法

改正と今後の展望」（同上）

f)前田哲男氏（東京国際大学）「日本の防衛・

安全保障・外交に関する立法とその運用に

ついて」（2006 年 3 月 17 日開催）

②2006 年度

ｱ)夏季研究集会（2006 年 8 月 23～25 日）

a)糠塚康江氏（関東学院大学）「パリテ法―制

定の背景と実態」

b)大西 勉氏（衆議院調査局）「衆議院改革と

立法過程」

c)川崎政司氏（参議院法制局）「『基本法』の

新たな動向」

ｲ)その他の研究会

d)リュック・ホイシュリンク氏（フランス・

リール大学）「フランス法における民主主義

概念再考―一元主義から二元主義へ向かっ

て」（2007 年 1 月 20 日開催）

e)佐々木雅寿氏（大阪市立大学・研究分担者）

「カナダにおける裁判所と議会の対話」

（2007 年 3 月 9 日開催）

f)前田哲男氏（東京国際大学）「有事法制の立

法と実際」（2007 年 3 月 14 日開催）

③2007 年度

ｱ)夏季研究集会（2007 年 8 月 23～24 日）



a)林 知更氏（東京大学）「憲法秩序における

団体」

b)原田一明氏（横浜国立大学）「憲法改正論議

の中での両院制」

c)榊原志俊氏（衆議院調査局）「衆議院調査局

改革のありかた」

d)森本昭夫氏（参議院事務局）「国会法規範の

特性」

ｲ)その他の研究会

e)芦田 淳氏（国立国会図書館）「イタリアに

おける選挙制度改革と立法の変容」（2007

年 8 月 3 日開催）

f)中村民雄氏（東京大学）「ＥＵの立法」（2007

年 9 月 4 日開催）

g)北大立法過程研究会・台湾国立中正大学学

術交流シンポジウム「国民年金制度改革の

現状と問題点」（2008 年 2 月 1 日開催）

h)川崎政司氏（参議院法制局）「立法過程にお

ける参議院の役割―過去・現在・将来」（2008

年 3 月 8 日開催）

③2008 年度

ｱ)夏季研究集会（2008 年 8 月 20～21 日）

a)堤 貞雄氏（衆議院内閣委員会元専門員）
「消費者庁創設に向けて」

b)東田親司氏（大東文化大学）「地方分権改革
と与党の事前審査制度」

c)高作正博氏（関西大学）「『公私協働』の法
理論と人権論への示唆－フランスのスポー
ツ連盟を素材にして」

d)武蔵勝宏氏（同志社大学・研究分担者）「小
泉政権後の立法過程の変容」
ｲ)その他の研究会

e)吉田早樹人氏（衆議院事務局）「日英両国
における議院内閣制及び議会制度の比較検
討」（2008 年 7 月 5 日開催）

f)閔 炳老氏（韓国全南大学校）「韓国にお
ける違憲審査制－憲法裁判所と議会・政
府・大法院」（2008 年 12 月 11 日）

g)岡田信弘氏（北海道大学・研究代表者）「最
近の立法過程論の一断面－フランスの憲法
改正における議論を素材にして」（2009 年 3
月 6日）

（2）研究成果の総括
本共同研究により、90 年代後半から、

我が国の立法動向や立法過程に無視す
ることのできない変化が現れているこ
とが明らかになった。

構造改革は、「法律改革」の様相を示
すとともに、立法過程のありようについ
ても官邸主導やそれに伴う国会内部の
変化が見られた。しかし、小泉政権後の
内閣や国会の不安定は、こうした変化を
流動的なものとしている。

ただし、目を外国に転じると、そこに
は、変革期における立法動向や立法過程
の共通性も見られた。例えば、「立法の
インフレーション」、「議会内野党の積極
的位置づけの試み」、「政策評価の仕組み
の導入」などである。

したがって、今後は、一方で、検討対
象国の「個性」を的確に把握するととも
に、他方で、変革期における「共通性・
普遍性」を見極めることが重要な課題と
なろう。特に、日本の短・中期的な立法
動向を展望しようとする場合には、「ね
じれ国会」、より広くは「分割政府」の
下での立法過程のありようの「個性」と
「共通性・普遍性」を見極めることが重
要となるように思われる。

５．主な発表論文等
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